
（様式①）

[消防局]  14款　 １項　 １目 （単位：千円）

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

1 情報管理等業務企画費 89,985 89,985 83,908 83,908 6,077 6,077

2 一般事務費 143,662 136,105 146,174 138,617 △ 2,512 △ 2,512

 3 音楽隊運営費 126,381 123,066 128,748 126,920 △ 2,367 △ 3,854

 4 人事管理費 1,406 1,406 1,426 1,426 △ 20 △ 20

 5 厚生活動費 220,149 220,140 241,696 241,686 △ 21,547 △ 21,546

 ６ 庁舎維持管理費 504,188 369,396 441,985 315,834 62,203 53,562

 7 車両管理整備費 548,826 533,897 546,811 532,837 2,015 1,060

 8 有線通信維持費 141,703 141,703 140,360 140,360 1,343 1,343

  9
司令センター
庁舎維持管理費

30,453 30,453 34,428 34,428 △ 3,975 △ 3,975

 10
市民防災センター
庁舎維持管理費

59,370 48,546 58,029 39,170 1,341 9,376

 11
IFCAA総会・全国消防長
会総会費

30,950 30,950 17,500 17,500 13,450 13,450

- 人件費 31,929,610 31,929,610 32,111,230 32,111,230 △ 181,620 △ 181,620

計 33,826,683 33,655,257 33,952,295 33,783,916 △ 125,612 △ 128,659

事　業　計　画　書　目　次

計画
書頁 事　　業　　名

４年度 ３年度 増△減（４－３）
新
規
・
拡
充



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

本資料は、公正・適正に作成しました。 石黒　靖雄 工藤　誠志 杜　克秀

5,504 0

情報管理運営

事業スケジュール

・平成27年：消防業務支援システム開発
・平成28～29年：保安二法システム開発
・令和元年：消防業務支援システム再構築
・令和４年：各種手続きのデジタル化
・令和５年：保安三法システム開発（液石法）
・令和６年：消防業務支援システム再構築

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

電子市役所情報基盤整備

課長 係長 情報担当

細事業合計 89,985 83,908 6,077

5,504

消防業務調査企画

実績 0 0

83,342 77,265 6,077
・局システムの機能追
加に伴う増

消防力調査検
討

単位

回

事業目的・効果
(必要性)

【目的】
　業務の円滑な執行を図るため、事業計画等の策定や各種統計データ・事業実績等をとりまとめ、効率的な組織運営に向
けた施策を推進する。また、消防業務支援システムをはじめとする各システムの適正な運用管理や情報セキュリティの強
化を目的とする。

【効果】
① 電子市役所情報基盤整備費

横浜市情報化の基本方針への対応に必要な基盤整備の強化を図る。
② 情報管理運営費

消防業務支援システムの安定稼働にむけ、システム整備や各種研修を実施するとともに、局内イントラネット等の
　適正な運用管理及び保守・プログラム改善等を実施する。消防団事務のデジタル化を実施し、職員の事務負担軽減を
　図る。
③ 消防業務調査企画費

本市消防力の整備指針に係る基礎データ（人口及び災害発生件数等）の更新・分析を行い、適切な消防力の維持・
　強化を図る。
④ 広報活動推進事業費

局内の事業・施策を内外に積極的に広報し、消防局のＰＲや市民の安心・安全に繋げる。

根拠・データ等 過去の実績より算出

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 0 0 1 1 1 1 1

事業概要
企画課において、「情報管理運営費」「電子市役所情報基盤整備費」「消防業務調査企画費」「広報活動推進事業費」の事
業を実施し、業務の円滑化及び適切な運用を継続していく。

事業開始年度 平成14年度

根拠法令・方針決裁等
・消防組織法第８条（費用の負担）及び第40条（消防統計及び消防情報）
・横浜市情報化の基本方針、横浜市行政情報ネットワーク運用管理規定・要綱等、消防業務支援システム運用管理要綱
・個人情報を記録したシステムにおけるアクセス端末機によるデータの更新、検索等の操作の記録に関する要綱

決
算

122,451 242,470 109,062

122,451 242,470 109,062

110,022

118,160 247,099 117,915 144,160 217,549 110,022
予
算

118,160 247,099 117,915 144,160 217,549

0 6,077

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 6,077 0 0 0 0

0
令和３年度 83,908 0 0 0 0 83,908

単独事業

0 89,985
補助事業 0

令和４年度 89,985 0 0 0

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

1

事業名称 情報管理等業務企画費

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

実績 7 5

令和　４年度　事業計画書

事業局課 消防 企画
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

14-1-1
1事業区分

歳出予算科目 14 1

消防機関紙発
行

単位

回

広報活動推進事業

目標 7 5 5 5 5 5 5
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

⑤

⑥

係

職員被服費
(購入額)

単位

千円

本資料は、公正・適正に作成しました。 鹿志村　兼貴 宮地　香弥 今　美弘

出張費見直しによる減

衛生管理費

事業スケジュール

衛生管理費
・消防隊員等特別検診　４月～９月、２月
・麻しん、風しん、水痘、流行性耳下腺炎予防接種　４月～11月
・船舶従事者特別検診　７月～11月
・惨事ストレス対策研修（昇任者課程）　１月～２月
・睡眠時無呼吸症候群スクリーニング検査　６月～12月
職員被服費
・被服調製　４月～３月

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

会計年度任用職員経費

課長 係長 労務厚生

細事業合計 220,149 241,696 ▲ 21,547

災害補償費 10 10 0

墜落制止用器具 事業終了による減

実績

26,895 31,337 ▲ 4,442
ワクチン接種実績による
減

目標 183,977 183,977 183,977 189,538 189,538 189,538 189,538

実績 187,007 183,923

会計年度任用職
員経費
(執行額)

単位

千円

事業目的・効果
(必要性)

１　事業目的
　①　隔日勤務者を主体とする消防職員の福利厚生及び特殊勤務に適応する健康管理並びに衛生管理の強化充実を図る。
　②　消防組織法に定められた服制に関する事項に基づき、横浜市消防吏員服制規則及び横浜市消防吏員の被服等に関する
　　規程で定められた消防職員用被服を購入し職員へ貸与することを目的とする。
２　必要性
　①　職員の健康管理及び衛生管理を充実させることにより、活気ある職場環境が形成され、ひいては市民サービスの向上が
　　図られる。
　②　規程で定められた被服の貸与は消防業務遂行のために不可欠であり、横浜市消防局の職員としての使命感を保持し、
　　市民の安全安心を守る上で必要な事業である。
３　効果
　①　隔日勤務者の執務環境、衛生管理体制の向上を図るため、環境衛生薬品、外傷薬品、活動服等洗濯洗剤を整備する。
　②　従来のB型肝炎抗原抗体検査・破傷風予防接種に加え、総務省消防庁の通知に基づき、麻しん・風しん・水痘・流行性
　　耳下腺炎への抗原抗体検査及びワクチン接種等の対応を拡充する。
　③　貸与被服を点数制度により職員へ貸与し、職員の安全確保を図る。
　④　惨事ストレス対策に対する知識及び解消方法を継続的に普及啓発する。
　⑤　職員の健康管理及び消防車両の安全な運行及び事故防止の観点から機関員有資格者への睡眠時無呼吸症候群スク
　　リーニング検査を実施する。

根拠・データ等 実績等により算出

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標

事業概要 消防職員の福利厚生、健康管理及び職場の衛生管理を充実させます。

事業開始年度 昭和24年度

根拠法令・方針決裁等
地方公務員法第42条、労働安全衛生法・同規則・同施行令、横浜市職員衛生管理規則、横浜市消防局衛生管理要綱、船員法、
横浜市議会議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例
消防組織法、総務省消防吏員服制基準、横浜市消防吏員服制規則、横浜市消防吏員の被服等に関する規程

決
算

208,687 210,284 235,640
208,678 210,275 235,631

220,149
212,646 207,496 207,013 220,140 220,140 220,140

予
算

212,662 207,506 207,023 220,149 220,149

0 △ 21,546

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 △ 21,547 0 0 △ 1 0

0
令和３年度 241,696 10 241,686

単独事業

0 220,140
補助事業 0

令和４年度 220,149 0 0 9 0

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

1

事業名称 厚生活動費

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

実績 2,751 2,815

令和　４年度　事業計画書

事業局課 消防 人事
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

14-1-1
4事業区分

歳出予算科目 14 1

衛生管理費
(Ｂ型肝炎抗
原抗体検査)

単位

人

職員被服費 189,538 183,977 5,561 購入単価の増

労務管理費 16 16 0

目標 2,765 2,571 655 648 650 650 650

-5-



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

⑤

係

女性執務環境
単位

署所

本資料は、公正・適正に作成しました。 堀田　廣公 三瓶　貢 梅野　直樹

123,490 206,750 事業移管による増

執務環境改善

事業スケジュール

庁舎維持管理：通年
執務環境改善：通年
洗浄・消毒設備整備：通年
救急増隊：４月～９月

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

庁舎維持管理

課長 係長 施設

細事業合計 504,188 441,985 62,203

330,240

洗浄・消毒設備 75,308 0 75,308 事業移管による増

実績 0 13

83,700 0 83,700 事業移管による増

目標 0 3 3 1 2 2 2

実績 0 3

空調機改修
単位

署所

事業目的・効果
(必要性)

〈庁舎維持管理〉
　 消防組織法第８条に基づき、適切に庁舎を維持管理します。
〈執務環境改善〉
　消防署所の７割以上が築30年以上を経過し、老朽化により、執務環境が悪化していることから、消防職員の身体的・
　精神的負担が緩和を目的として執務環境の改善を行います。これにより、消防職員の身体的・精神的負担が緩和され
　、災害活動で最大限の力が発揮でき、市民の安全・安心につながります。
〈洗浄・消毒設備整備〉
　救急隊員の感染対策として、救急活動後の手洗いや救急資器材を洗浄するための洗浄・消毒設備を消防署所に整備は
　急務です。洗浄・消毒設備を整備することにより、救急隊員をはじめ、救急車を利用する傷病者への感染防止にもつながります。
〈救急増隊〉
  「横浜市消防力の整備指針」に基づき、救急隊の増隊が必要となったため、増隊される救急隊の環境を整備します。これにより、
　救急隊員の身体的・精神的負担が緩和され、救急活動で最大限の力が発揮でき、市民の安全・安心につながります。

根拠・データ等 過去の実績により算出

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 0 12 6 12 9 9 6

事業概要

消防庁舎の庁舎維持管理を実施します。
執務環境の改善を図り、消防業務を円滑に推進できる環境を整備します。
救急隊員の感染対策として、救急活動後の手洗いや救急資器材を洗浄するための洗浄・消毒設備を消防署所に整備します。
「横浜市消防力の整備指針」に基づく救急隊増隊に伴い、必要な庁舎改修等を実施します。

事業開始年度 昭和23年

根拠法令・方針決裁等 消防組織法第1条、第6条、第8条

決
算

346,563 365,489 497,516
230,612 252,301 371,365

461,654
187,325 224,026 352,323 336,203 335,903 335,503

予
算

317,516 349,861 468,474 462,354 462,054

0 53,562

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 62,203 0 0 6,219 2,422

0
令和３年度 441,985 114,226 11,925 315,834

単独事業

369,396
補助事業 0

令和４年度 504,188 0 0 120,445 14,347

区　分 金　額 国 県 財産収入 諸収入 市債 一般財源

1

事業名称 庁舎維持管理費

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

実績 0 19

令和　４年度　事業計画書

事業局課 消防 施設
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

14-1-1
5事業区分

歳出予算科目 14 1

浴室改修
単位

署所

救急隊増隊等事業 14,940 0 14,940 事業移管による増

経常経費 0 318,495 ▲ 318,495 事業移管による減

目標 0 0 26 16 0 0 0
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(様式②-1）

局 課
□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

係

▲ 5,523

▲ 802

▲ 1,117

③携帯電話等維持使用料に
移管したことによる減

③携帯電話等維持使用料に
移管したことによる減

⑤統合型位置情報通知装置維持管理費に
移管したことによる減

消防隊等電話等維持管理費

責任職公用携帯電話維持費

統合型位置情報回線使用料

0

0

0

5,523

802

1,117

細事業合計 141,703 140,360 1,343

課長 係長 システム管理

出張所等電話機更新 0 2,548 ▲ 2,548
⑦自動電話交換機賃借費に
移管したことによる増

本資料は、公正・適正に作成しました。 田邊　栄久 古谷　敏夫 小塚　正明

衛星携帯電話維持管理費 3,365 3,365 0

救急隊増隊等事業 427 1,285 ▲ 858 増隊数減に伴う減

救急ホットライン維持費 1,809 1,809 0

自動電話交換機賃借費 35,239 32,691 2,548
⑬出張所等電話機更新から
移管したことによる増

437 437 0

統合型位置情報通知装置維持管理費 3,797 2,045 1,752
⑫統合型位置情報回線使用料から移管し
たことによる増

64,093 439
救急ﾜｰｸｽﾃｰｼｮﾝ運営管理費から移
管したことによる増

電話保守委託料 12,739 12,739 0

事業スケジュール 通年で実施。

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

電話維持使用料 64,532

携帯電話等維持使用料 19,358 11,906 7,452
救急隊増隊及び救急ﾜｰｸｽﾃｰｼｮﾝ運営管理
費から移管したことによる増

電話移転修理費等

適切な保守の実
施

件 実績
電話交換機保守
点検実施(1件)

電話交換機保守
点検実施(1件)

365日24時間安
定稼働

単位 目標
適切な保守の実
施

適切な保守の実
施

適切な保守の実
施

適切な保守の実施
適切な保守の実
施

適切な保守の実
施

神奈川、港南自動
電話交換機更新
（２件）

件 実績
中、保土ケ谷自動
電話交換機更新(2
件)

西、南、磯子、訓
セ自動電話交換機
更新(4件)

有線設備の計画
的更新

単位 目標
中、保土ケ谷自動
電話交換機更新(2
件)

西、南、磯子、訓
セ自動電話交換機
更新(4件)

青葉、都筑、戸塚
自動電話交換機更
新(３件)

港北、瀬谷自動電話
交換機更新(２件)

鶴見自動電話交
換機更新(１件)

-

事業目的・効果
(必要性)

　有線通信機器及び有線回線（119番緊急回線、専用線、指令回線、加入回線等）の通信機能を常時維持管理することで、迅速かつ的確な
消防業務及び部隊運用に繋がる。各通信回線を維持することで、市民からの119番通報を受信し、必要な部隊を出場させ、指令管制の任務
遂行に繋げている。

根拠・データ等
消防組織法第6条及び第7条で市町村の消防に関する責任と管理について定められているため、消防司令センターの有線及び通信機器の維
持は、本市で整備する必要がある。

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

事業概要
有線設備（専用回線、加入回線、自動電話交換機設備等）、統合型位置情報通知システム、携帯電話等の通信機能を常時、有効・確実に
運用するために必要な経費。

事業開始年度 昭和24年

根拠法令・方針決裁等 消防組織法第１，６，８，50条　電気通信事業法第31，41，49，52条

決
算

136,679 126,875 132,304

136,679 126,875 132,304

142,127

141,303 141,475 137,065 142,127 142,127 142,127

予
算

141,303 141,475 137,065 142,127 142,127

0 1,343

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 1,343 0 0 0 0

0
令和３年度 140,360 0 0 0 0 140,360

単独事業

0 141,703
補助事業 0

令和４年度 141,703 0 0 0

市債 一般財源区　分 金　額 国 県 諸収入

事業名称 有線通信維持費

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

事業評価書番号
14-1-1

7事業区分
歳出予算科目 一般 会計 14 1 1

令和　４年度　事業計画書

事業局課 消防 司令
新規拡充 □ 新規 □ 拡充
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(様式②-1）

局 課
□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

令和　４年度　事業計画書

事業局課 消防 司令
新規拡充 □ 新規 □ 拡充

事業名称 司令センター庁舎維持管理費

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

事業評価書番号
14-1-1

8事業区分
歳出予算科目 一般 会計 14 1 1

市債 一般財源区　分 金　額 国 県 諸収入

30,453
補助事業 0

令和４年度 30,453

0
令和３年度 34,428 34,428

単独事業

0 △ 3,975

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 △ 3,975 0 0 0 0

30,453

33,951 33,753 34,478 30,453 30,453 30,453
予
算

33,951 33,753 34,478 30,453 30,453

事業概要 消防司令センターの庁舎維持管理と執務環境の整備

事業開始年度 昭和61年

根拠法令・方針決裁等 消防組織法　第１、６、８条　建築基準法　第８、１２条

決
算

35,823 31,851 27,854

35,823 31,851 27,854

事業目的・効果
(必要性)

　消防司令センターの庁舎設備の保守点検を定期的に専門業者へ委託して、早期に機器の不具合を把握し、迅速な修繕対応
及び更新を行うことにより老朽化した庁舎設備の維持管理の徹底、指令システムの安定稼働に繋げている。

根拠・データ等
　119番通報の受信業務、災害等の管制業務等を滞りなく実施するために、庁舎維持管理と執務環境整備が必要不可欠であ
るため。

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

司令センター
庁舎設備の計
画的更新

単位 目標
老朽化設備の
維持管理

老朽化設備の
維持管理

老朽化設備の
維持管理

老朽化設備の維持
管理

老朽化設備の
維持管理

老朽化設備の
維持管理

老朽化設備の
維持管理

式 実績
空調設備の修
繕（1件）

空調設備の修
繕（1件）

毎日24時間安
定稼働

単位 目標
庁舎設備の維
持管理（12
件）

庁舎設備の維
持管理（12
件）

庁舎設備の維
持管理（12
件）

庁舎設備の維持管
理（12件）

庁舎設備の維
持管理（12
件）

庁舎設備の維
持管理（12
件）

庁舎設備の維
持管理（12
件）

件 実績
各設備の保守
点検実施（12
件）

各設備の保守
点検実施（12
件）

34,428 ▲ 3,975 実績による減

事業スケジュール 通年で実施。

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

司令センター庁舎維持管理費 30,453

本資料は、公正・適正に作成しました。 田邊　栄久 古谷　敏夫 小塚　正明

細事業合計 30,453 34,428 ▲ 3,975

課長 係長 システム管理
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